
特定教育・保育及び特定地域型保育の提供や給付費等の請求に当たり、特に注
意いただきたい事項をお知らせします。



施設型給付費等についてです。
令和７年度の公定価格について、現時点で国が示している項目をご説明します。
詳細については内容が明らかになり次第改めてお知らせします。

１点目として、１歳児について、こどもと保育士等の比率を６対１から５対１に改善
するための「１歳児配置改善加算」が措置される予定です。
具体的には、人材確保や保育の質の向上の観点も踏まえ、職場環境改善を進め
ている施設・事業所において、１歳児の職員配置を５：１以上に改善した場合に、
加算される予定です。

２点目として、保育士等の処遇改善です。令和６年度の公定価格については、令
和６年度人事院勧告を踏まえた国家公務員給与改定に準じ、人件費単価を＋１０．
７％程度改定し、令和７年４月以降についても、令和６年度人事院勧告を踏まえた
公定価格が適用となる予定です。
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施設型給付費等についてです。

３点目として、公定価格上の定員区分について、定員60人以下の幼稚園・保育
所・認定こども園に係る定員区分が細分化される予定です。
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４点目として、定員超過減算の期間が５年から「２年」に見直される予定です。
現行では、２・３号の定員超過減算の対象施設は、直前の連続する５年度間常に
利用定員を超えている施設ですが、これが２年度間に見直される予定です。
２年度間常に定員を超過している施設は、公定価格が減算されます。
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５点目として、主幹教諭等専任加算・主任保育士専任加算等の要件の追加です。
加算の要件となる、施設が複数実施する事業等の一つとして、災害時における地
域支援の取組が追加される予定です。

4



６点目として、処遇改善等加算についてです。
令和７年度の処遇改善等加算Ⅱの研修修了要件については、人数Ａ副主任保育
士等は３分野以上又は４５時間以上、人数Ｂ職務分野別リーダー等は１分野以上
又は１５時間以上となります。
対象研修は記載のとおりですのでご確認ください。
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処遇改善等加算の一本化についてです。
令和７年度から処遇改善等加算が一本化される見込みです。
詳細については内容が明らかになり次第改めてお知らせしますが、処遇Ⅱに係る
留意事項を１点お伝えします。
処遇Ⅱは、一本化後、区分③質の向上分とされる予定で、研修受講要件について
は、施設全体として、加算額の算定人数分（人数A、人数B）の研修修了者がいる
ことが要件となる見込みです。
引き続き、計画的な研修受講をお願いします。
次のページから処遇改善等加算の一本化に係る国資料を転記しますのでご確認
ください。
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配分対象者・配分方法、賃金改善の方法についての国資料です。
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処遇改善等加算Ⅱの対象、要件、配分方法の見直し（案）についての国資料です。
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処遇改善等加算Ⅰ～Ⅲの一本化に係る検討（賃金改善の確認方法）（案）につい
ての国資料です。
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賃金改善の確認方法の統一化のイメージ（案）についての国資料です。
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施設型給付費等の請求書における注意点についてお知らせします。特に資料に
記載の誤りが見られますので、毎月の請求書作成の際はご注意ください。
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職員配置について説明します。

年齢別職員配置基準については、子どもの年齢・人数に応じて教育・保育従事者
の配置を求めるものです。
令和6年度に法改正に伴う条例改正があり、３歳児は１５人につき１人、４～５歳児
は２５人につき１人となりました。

年齢別配置基準に従って教育・保育従事者を配置した場合、教育及び保育の提
供に支障があると認められるときは、経過措置として従来どおり３歳児は２０人に
つき１人、４～５歳児は３０人につき1人の配置も認められますが、極力改正後の
基準を満たすようにしてください。
また、施設類型によって、年齢別配置基準に加えて満たすことを求められる
基準もありますのでご注意ください。
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一時預かり事業（一般型、幼稚園型）、病児一時保育事業、地域子育て支援拠点
事業、医療的ケア児保育支援事業、障がい児保育事業及びふれあい保育事業を
実施する施設又は事業所は、各事業において配置が必要となる職員数を適切に
配置してください。
なお、一時預かり事業、病児保育事業を開始する場合、市の補助事業・委託事業
ではなく、自主事業であっても、事業開始届が必要となります。
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特別保育事業を実施する場合、これまでは、各施設から「青森市特別保育事業申
請書」を提出いただき、市が承認した場合に実施できることとしておりましたが、
令和７年度より事業申請・事業承認の運用を廃止いたします。

これに伴い、例年２月に依頼しておりました事業申請書の提出は行わないこととし
ます。
従来の添付書類の取扱につきましては、15ページ、16ページをご確認ください。

また、医療的ケア児保育支援事業、障がい児保育事業、ふれあい保育事業の事
業を実施する場合は、
保護者へ事業の趣旨を十分に説明し、了解を得たうえで実施してください。
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医療的ケア児保育支援事業、障がい児保育事業、ふれあい保育事業の確認書類
については、

従来と同様、４月から実施の場合は３月末まで、５月以降実施の場合は随時
提出してください。
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延長保育促進事業については、勤務表は提出不要ですが、運営規程は４月分実
績報告時に提出してください。
一時預かり事業については、利用児童数見込、平面図ともに提出不要です。

保育所等地域活動事業については、事業計画書は提出不要ですが、年間行事予
定表は１０月の補助金交付申請時に提出してください。
また、特別保育事業職員調書についても提出不要です。
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幼保連携型認定こども園の保育教諭等について、法改正に基づく条例改正により、
幼稚園教諭又は保育士のいずれかを保育教諭等として配置することができる特
例期間が延長になりました。

配置できる期間は、副園長又は教頭、主幹保育教諭、指導保育教諭については、
令和８年度末まで、保育教諭及び講師については令和１１年度末までとなります。

ただし、可能な限り早期に、幼稚園教諭免許及び保育士登録の両方を取得させる
よう努めてください。

なお、市では、資格取得に係る経費に対する補助金を交付しておりますので、子
育て支援課へご相談ください。
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幼稚園型認定こども園の教育・保育に直接従事する職員については、令和８年度
までの経過措置として、子育て支援員等を配置することができる特例があります。
この特例は、平成30年度以前から幼稚園型認定こども園だった施設に限ります。
ただし、国の特例が廃止された場合、この経過措置も終了します。

可能な限り早期に、本来の教育・保育従事者である幼稚園教諭若しくは保育士又
は両方の資格を有する者を配置してください。

なお、当該職員を新規に雇用し配置する場合は、市への届出が必要となりますの
で、子育て支援課へお問合せください。
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設備及び運営基準について説明します。
食事の外部搬入を行う場合の栄養士による配慮についてです。
園児の食事の提供については、一定の要件を満たせば、施設外で調理し、搬入
することができることとされています。
この要件の一つとして、「栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が
受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること」とされていま
す。
今般、栄養士法が改正され、管理栄養士養成施設卒業者は栄養士免許の取得が
不要になったことに伴い、上記の規定中、「栄養士」が「栄養士又は管理栄養士」
に変更となります。
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小規模保育事業所の連携施設についてです。
小規模保育事業者は、保育内容支援、代替保育、卒園後の受け皿に係る連携施
設として、保育所、幼稚園又は認定こども園のいずれかを設定する必要がありま
す。
特例として、「連携施設」の設定が困難であると市が判断した場合には、令和６年
度末までは連携施設の設定を求めないことができる経過措置が設けられています。
国の基準改正により、この経過措置期間が令和１１年度末まで延長されます。
また、代替保育については、連携施設の設定が困難であると市長が認める場合
は、連携先として小規模保育事業者等を設定できることとされていましたが、保育
内容支援についても、同様の取扱いに変更されます。
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特定教育・保育施設、特定地域型保育事業の確認に係る利用定員は、年度途中
の変更が可能です。
利用定員の減少については、変更日の３か月前までの届出が必要です。

利用定員の増加については、提出期限はありませんが、事前に審査がありますの
で、余裕をもって提出してください。

また、実態にそぐわない定員設定としている場合、委託料や給付費の減算や単価
の低下に繋がることがあります。
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利用定員以外にも、認可・認定事項、確認を受けた事項に変更がある場合は、届
出等が必要です。

部屋割りの変更（乳児室と保育室を入れ替える場合など）についても、事前に認可
事項の変更届の提出が必要です。

様式や必要書類の一覧は青森市ホームページで公開しておりますので、ダウン
ロードしてご使用ください。

22



乳児等通園支援事業についてです。
令和７年度からの事業概要は記載のとおりです。
その他の留意事項についてお知らせします。

●本事業の実施に当たり、開所日、開所時間、利用定員、利用料金、給食提供の
有無は各施設で設定します。

●事業実施方法は、令和７年度から一般型と余裕活用型の２つの方法で実施しま
す。
一般型は、利用定員を設定し、専従職員を配置して実施する事業
余裕活用型は、在園児数が利用定員を満たしていない場合、空き定員数の範囲
内で実施する事業です。
どちらの方法で実施するかは各施設で選択します。

●利用申込等は、国が構築する「総合支援システム」を利用する予定です。
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次に、乳児等通園支援事業の認可基準についてご説明します。
令和7年度から、乳児等通園支援事業は児童福祉法に基づき、実施に当たっては
認可が必要となります。

一般型の認可基準のうち、職員配置基準については記載のとおりです。
なお、一般型については、子育て支援員1名の配置が可能です。
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次に、設備・面積基準については記載のとおりです。

以上が、一般型の職員配置及び設備・面積基準です。
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余裕活用型乳児等通園支援事業の基準については、表にあるとおり、各施設類
型ごとの設備及び運営に関する基準を定める条例を遵守することとされています。

また本事業は、令和7年度から第二種社会福祉事業に分類されるため、定款への
記載が必要となります。事業開始日までに、定款変更の手続をしてください。
運営規程についても、本事業の運営規程の策定が必要とされていますので、こち
らも事業開始日までに策定してください。

以上が、乳児等通園支援事業の概要と認可基準となります。
認可申請に当たっては、それぞれ設備・面積基準、職員配置基準を満たせている
か確認のうえ、申請してください。

なお、今後の募集スケジュールについては、決まり次第お知らせします。
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令和７年２月、医療的ケア児の保育所等での円滑な受け入れのため、「保育所等
における医療的ケア児の受け入れ等に関するガイドライン」を策定しました。

今後、医療的ケア児の利用相談や受け入れまでの流れ、受け入れ後の対応など
について、このガイドラインを活用ください。
ガイドラインや様式は、市のホームページでご確認ください。
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特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所における事故発生の防止のため
の指針の整備等を行ってください。

事故が発生した場合は、速やかに市、子どもの家族に連絡するなど、必要な措置
を講じてください。
国のガイドライン等も参照し、事故発生の防止に努めてください。

28



事故報告及び感染症報告は、事由が発生し次第速やかにご提出ください。

令和６年１月１日以降の事故報告の対象となる重大事故の定義が、①死亡事故、
②意識不明事故（どんな刺激にも反応しない状態に陥ったもの）、③治療に要する
期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故と明確化されました。

また、事故報告の様式も改正されました。様式は市のホームページでご確認くださ
い。
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保育士の結婚等により下記保育士登録証の記載事項に変更が生じた場合は、保
育士登録証の書換えが必要です。
書換え後の新しい保育士登録証が交付され次第、写しを子育て支援課にご提出く
ださい。
書換えの手続きについては登録事務処理センター（社会福祉法人 日本保育協
会）のホームページをご参照ください。

〇保育士登録証の記載事項
①氏名（※令和2年6月15日から「旧姓及び通称名の併記」が可能となっていま
す。）
②生年月日
③登録番号及び登録年月日
④本籍地都道府県名(日本国籍を有しない者については、その国籍)
⑤指定保育士養成施設の卒業者又は保育士試験の合格者のいずれに該当する
かの別及びその年月
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子ども・子育て支援法施行規則が改正され、令和７年度から、「保育所等の経営
状況の継続的な見える化」として、ここdeサーチ（子ども・子育て支援情報公表シス
テム）を活用し、特定教育・保育施設設置者等経営情報の県への報告、情報公開
を行うこととなる予定です。
国から通知等がありましたら、お知らせいたします。
なお、ここdeサーチ（子ども・子育て支援情報公表システム）については、毎年度
情報更新が必要ですので忘れないようにしてください。
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不適切な保育及び虐待の未然防止についてです。

国の「保育所等における虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライ
ン」等を踏まえ、不適切な保育やあってはならない虐待の未然防止に努めてくださ
い。

国のガイドラインでは、保育所等（保育所、地域型保育事業所、認可外保育施設
及び認定こども園）における虐待とは、保育所等の職員が行う、①身体的虐待、②
性的虐待、③ネグレクト、④心理的虐待 のいずれかに該当する行為と明確化さ
れています。

また、保育実践の振り返りや、虐待等に該当するかどうかの確認など、保育所等
において取るべき対応が整理されています。

ガイドライン本文を確認し、不適切な保育やあってはならない虐待の未然防止に
努めてください。
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不適切な保育及び虐待の未然防止のため、１職員の負担軽減に資する運用上の
見直し等、２苦情等への誠実な対応、３青森市相談窓口の周知にもご注意くださ
い。
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